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勤労単身世帯の家計について
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家政教育講座

1.は じ め に

本稿は単身世帯の家計の実態について把握すること

を目的とする。

近年,世帯の家族類型に変化が生じている。単身世

帯が占める割合が増加しできているのである。総務省

『国勢調査報告』によれば,「単独世帯」が一般世帯総

数に占める割合は, 1980年の19.8%から, 2000年には

27.6%と大きく上昇した1.これに対し,「3世代世帯」

は14.6%から10.1%に減少している。これまでのわが

国の家族類型の典型であった「核家族世帯」について

は60.3%から58.4%と微減である。しかしその内訳を

みれば,「夫婦と子供から成る世帯」が42.1%から31.

9%に減少し,「夫婦のみの世帯」が12.4%から18.9%

に増加しているのである。

こうした世帯の家族類型の変化が,様々な形でわが

国の国民経済に少なからず影響を与えることは間違い

ない。そのゆえ各類型の世帯の家計行動を把握するこ

とが必要であるといえる。なかでも相対的に重要な位

置を占めるようになった単身世帯の家計の実態につい

て知ることは特に重要であると考えられる。また岩田

正美(1998)が指摘するように,社会保障や税制等な

どの政策議論の前提としての国民生活の把握におい

て,核家族世帯あるいは夫婦世帯のみを「標準モデル」

として取り上げるだけでなく,世帯の家族類型の多様

化をうけ,様々な世帯モデルを構築して議論をする必

要があると考えられる。特に単身世帯は他の家族類型

と異なったライフスタイルをもう可能性が高く,その

家計の実態につい,て知ることの重要性はこの点からも

指摘できる。 「

ここで単身世帯の特徴についてみておこう。図1は,

年齢階級別に「単独世帯」の世帯数の分布を示したも

のである。資料は総務省『国勢調査報告』(平成12年)

である。これによると最も世帯数が多い年齢階級は

20~24歳階級であり,一般世帯全体に比べて非常に若

い。図2はこれをさらに男女別に示したものである。

「単独世帯」(女)は総数で5,933千世帯であり,「単独

世帯」(男)の6,979千世帯より少ない。世帯数の分布

は男女ともに双峰型を示しており,「単独世帯」全体で

みた場合とは異なる形状をしている。さらにその頂点

の高iさや位置は男女でそれぞれ異なった特徴をもって

いることがわかる。「単独世帯」(女)では20~24歳階

級で第1の頂点となり,その世帯数は765千世帯であ

る。年齢階級が上がるとともに世帯数が減少し,40~44

歳階級の165千世帯を底として,再び増加に転じ,

70-74歳階級で554千世帯と第2の頂点となっている。

頂点の高さは第1のほうがやや高いが,それほど大きな

差はみられない。「単独世帯」(男)でも20~24歳階級

で第1の頂点となり, 1,189千世帯となる。年齢階級が

上がるにしたがって減少し,40~44歳階級で底となる

が,その数は441千世帯と「単独世帯」(女)に比べて

かなり大きい値である。その後増加に転じ50~54歳

階級で第2の頂点が存在する。その世帯数は595千世帯

で,第1の頂点の約2分のLの世帯数にしかならない。

同じ資料を用いて「単独世帯」の配偶関係別世帯割

合を年齢階級・男女別に示したものが,表1である。

男女ともに30代前半までの若年層については未婚が

90%以上を占めている。 30代後半,40代においても未

婚の割合は最も大きいが,離別が占める割合が増加す

る。さらに男については有配偶の割合の増加が特徴的

である。女では50代,男では60代で死別が10%を超え,

年齢階級が上がるにしたがってその割合は高くなり,

女の60代前半,男の70代後半以降では50%を超えるよ

うになる。

総務省『家計調査年報 総世帯･単身世帯編』(平成

14年)を資料として,単身世帯の職業別世帯割合を年

齢階級別・男女別にみると,単身世帯(男)に比して

どの年齢階級でも単身世帯(女)の無職世帯の割合が

高いことがわかる。特に単身世帯'(女)/の65歳以上階

級においては,その88%が無職である。

単身世帯の特徴についてまとめてみよう。単身世帯

は若年層と高齢層に多く,特に単身世帯(男)は若年

層で,単身世帯(女)は高齢層でその割合が大きい。

若年層では男女ともに未婚が典型としてあげられる。

中年層の特徴として男女共通してみられるのが離別に

よる単身世帯数の割合の増加で,男においては単身赴

任,別居等による有配偶単身世帯数の割合も増加する。

女の高齢層では死別による無職単身世帯数の割合が特

に高い。

以上のことからも明らかなように単身世帯はひとつ
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の集団として取り扱うには多様なライフコースや属性

を有しているといえる。そこで,単身世帯のうち無職

世帯(特に高齢)については次稿に譲ることとし,本

稿では単身世帯における勤労者世帯の家計について分

析を行うこととする。その際,上述のような単身者世

帯が持つ属性等の特徴を考慮し,男女別,年齢階級別

に家計の特徴を記述的に明らかにする。近年まで単身

世帯にういての統計資料等が少なかうたとともあり,

単身世帯の家計に関する先行研究は多くなく,特に計

量的な分析を行っているものはほとんどない2.本稿で

は,資料の制約はあるが貯蓄行動についての計量的な

分析もあわせて行うこととする。

2.収入について

表2を用いて1世帯当たり1か月の勤労単身世帯の

収入とその内訳についてみていこう。用いた資料は総

務省「全国消費実態調査報告」(平成11年)である。資

料の制約上年齢階級幅は10歳である。比較のために二

人以上の一般世帯(勤労者世帯)についてもとりあげ

=

た。二人以上の一般世帯については世帯主の年齢の階

級幅が10歳で,本稿で用いる全ての項目が揃う資料が

なく,階級幅が5歳のものを加工して用いることとし

た。 「 し

まず,実収入についてみていこう。どの年齢階級に

おいても,最も小さい値を示しているのが単身世帯

(女)で,次いで単身世帯(男),二人以上の一般世帯

の順となっている。最も若い30歳未満階級においては

単身世帯(男)が270,386円で,二人以上の一般世帯の

7.3割である。この割合は単身世帯(男)についでは40

代までは7割台,それ以降は6割台め値を示している。

その後年齢階級があがるにつれて実収入は増加し,

50~59歳階級で最も高く435,256円となる。これ以降減

少に転じ,70歳以上の階級では269,537円と30歳未満階

級とほぼ同一水準となる。単身世帯(男)め場合,二

人以上の一般世帯と金額的な差異は認められるもの

の,その実収入-年齢階級変動の形状には大きな違いが

みられなかった。これに対し単身世帯(女)はこの調

査年においては全般に単身世帯(男)よりさらに低い
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図1 年齢階級別単独世帯数(総数)

喪1 単独世帯の配偶関係別世帯割合

図2 年齢階級別単独世帯数(男・女)



男女別・年齢階級別にみた勤労単身世帯の家計について

表2 1世帯当たり1か月の収入とその内訳 単位:円

資料:「全国消費実態調査報告」(平成11年)

喪3 現金実収入階級別世帯分布 単位:%

資料:I表2に同じ。
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額であっただけでなく,かなり特徴的な形状を示して

いる。最も若い30歳未満階級においては単身世帯(女)

が230,341円で,二人以上の一般世帯の6.2割である。

この割合は40代では5.5iIJ, 50代,60代では4.5割とさ

らに低くなる。実収入一年齢階級変動の幅は小さく,他

の世帯に比べなだらかな山形になっているごとがわか

る。さらにこの資料においては頂点の位置も異なって

おり,最も高い値を示すのは40~49歳階級であった。

またその額は311,123円と,30歳未満階級の1.4倍に七

かならない。

次に勤め先収入についてみてみよう。ここでは有業

人員数の違いを考慮し,二人以上の一般世帯の世帯主

の勤め先収入との比較を行うこととする。

単身世帯(男)の勤め先収入は,いわゆる現役世代

である50~59歳階級以下ではどの年齢階級において

も,二人以上の一般世帯に対して9割前後の値を示し

ている。この約1割の差には配偶者や扶養者に対して

企業から支払われる諸手当等による部分も含まれるの

ではないかとおもわれる。単身世帯(女)の勤め先収

入は,30歳未満階級で二人以上の一般世帯の世帯主の

勤め先収入の7.7割であったが,年齢階級が上がるにし

たがってその割合は低下し,60~69歳階級で5.5割と最

も低くなる。また,単身世帯(男)では50~59歳階級

以下では実収入の大部分が勤め先収入によるもので,

先に述べたとおり賃金は単身であるか否かにかかわら

ず,大きな差異は認められないと推察される。いいか

えれば単身世帯(男)と二人以上の一般世帯の実収入

の差は有業人貝数の違いによる部分が大きいといえよ

う。単身世帯(女)でも50~59歳階級以下では実収入

の大部分が勤め先収入であるが,その割合は単身世帯

(男)よりも小さいものである。単身世帯(女)の勤

め先収入は年齢階級が上がるにしたがって他の世帯と

差が広がっているのは,女性の場合,男性の賃金に比

べて全般的に賃金が低く,学卒時から就業を継続して

いる場合でも年功賃金カーブも緩やかであることが理

由の一つと考えられる。単身世帯(女)の年齢階級が

高くなると離別,死別の割合が増加することから,就

業年数が短い場合や非正規就業である場合など,より

賃金の低い世帯の割合が大きくなっている可能性もそ

の理由として考えられるだろう。また,単身世帯(男)

に比べる,と単身世帯(女)は仕送り金が多いことも特

徴である。

表3は,現金実収入階級×年齢階級の世帯分布を男

女別に百分率で示したものである｡30歳未満階級では,

単身世帯(女)のほうがやや低い収入階級に偏ってい

る傾向はあるものの,両者とも20~25万円階級を中央

値,25~30万円階級を最頻値としており,分布の形に

大きな差異はみられない。年齢階級が上がるにした

がって男女の分布の形状は大きく異なってくる。40~

49歳階級,50~59歳階級では単身世帯(男)の世帯率

.㎜

が45万円以上に集中しているのに対して,単身世帯

(女)では双峰型を示している。これはこの年齢階級

の単身世帯(女)は,異なった特徴をもつグループが

複数存在する可能性を示しているとも考えられる。

「 3.支出について

表4は1世帯当たり1か月の勤労単身世帯の支出と

その内訳について示したものである。実支出について

みよう。 40~49歳,50~59歳階級においては単身世帯

(女)が単身世帯(男)よりもやや小さい値を示すが,

他の年齢階級では実収入ほどの差はみられない。二人

以上の一般世帯と比べると,1世帯当たりでみれば単

身世帯の方が小さいが,1人当たりでみると消費支出

に関する規模の経済性や税控除及び社会保険料の仕組

み等が世帯を基本としているものが多いことなどか

ら,単身世帯がより大きな値を示す。その傾向は30~39

歳階級で最も顕著で,単身世帯(男)では,二人以上

の一般世帯の約3倍となる。年齢が高くなるとこの傾

向は弱まり,単身世帯(女)では60~69歳階級におい

て二人以上の一般世帯の1.3倍とその差は縮まる。

消費支出にづいてみていこう。全体的な傾向として

は上述の実支出とほぼ同様であることがわかる。単身

世帯(男)についてみよう。 30歳未満の階級で182,410

円であった消費支出が,30~39歳階級で227,875円と増

加する｡その後50~59歳階級までほぼ同水準で推移し,

60~69歳階級以降減少する。消費支出の費目毎の金額

に関する表は省略するが,二人以上の一般世帯と異な

り,40~50代で「教育」に対する支出の上昇がみられ

ないため,このようになったと考えられる。単身世帯

(女)は,30歳未満の階級で168,893円であったものが,

30~39歳階級で消費支出が最も多くなり,その後70歳

以上階級までほぼ同水準で推移している。これは上述

の理由に加え,「住居」,特に「家賃・地代」の支出が

30~39歳階級で高くなっていることによる。この年齢

階級において単身世帯の男女で家賃を支払っている世

帯割合はあまり変わらないことから,単身世帯(女)

においては,家賃を支払っている世帯だけでみても男

より高い家賃を支払っていると考えられる。これは馬

場紀子(1997)が指摘するとおり単身世帯(女)にお

ける給与住宅,寮・寄宿舎の世帯割合が低いことが影

響していると思われる。特に寮・寄宿舎の世帯割合は

この年齢階級において単身世帯(男)が約18%である

のに対して単身世帯(女)は約2%と大きな差がみら

れる。

表5は消費支出の構成比を費目別に示したものであ

る。特徴ある費目についてみていこう。「食料」は,単

身世帯(男)ではどの年齢階級においても24~29%と

高い比率を示している。内訳をみると,「外食」の比率

が極めて高いためであることがわかる。金額でみた場

合と同様に「住居」に対する支出は30歳未満,30~39
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表4 1世帯当たり1か月の支出

男女別・年齢階級別にみた勤労単身世帯の家計について

単位:円

資料:表2に同じ。

表5 消費支出の費目別構成比

資料:表2に同じ。
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歳階級の単身世帯(女)において大きな比率を示して

いる。また,70歳以上階級の単身世帯(女)でも高い｀

比率を示しているが,これは「設備修繕・維持」に対

する支出のためである。また,単身世帯において年齢

階級が上昇しても,二人以上の一般世帯ほど「住居」ﾀﾞ

に対する支出が急激に減少しないのは,単身世帯の持

家率が低いことが理由であると考えられる。「被服及び

履物」に対する支出の構成比は,単身世帯(女)にお

いてどの年齢階級においてもやや高い値を示している

ことがわかる。「教育」については先に述べたように単

身世帯では,¨中年期における比率の上昇がみられない。

「教養娯楽」については若年期及び高齢期の単身世帯

(男)において,他の類型の世帯に比べてやや高い値

を示している。「その他の消費支出」のうち「仕送り金」

については,単身世帯(男)の40~49歳階級で10%,

50~59歳階級で18%と他の世帯と比べての非常に高い

比率を示していることが特徴的である。この年齢階級

における単身世帯(男)は単身赴任や別居のためと考

えられる有配偶及や離別世帯の割合が高いことが関係

していると思われる。

j4.貯蓄について

表6は貯蓄のフローの側面を表す1世帯当たりの勤

労単身者世帯の黒字率とストックの側面を表す貯蓄現

在高について示したものである○

黒字率からみていこう。単身世帯(男)の黒字率は,

30歳未満で19.3%, 30~39歳階級で21.5%と二人以上

の一般世帯と大きな差はみられない。その後黒字率は

年齢階級が上がるにつれて大きく上昇し,ピークであ

る60~69歳階級では43.9%と二人以上の一般世帯の

20.0%の2倍以上の極めて高い値となっている。「単身

世帯(女)の黒字率は,単身世帯(男)のそれとは大

きく異なっている。30歳未満では13.1%で,30~39歳

階級では-0.2%と負を示している。40~49歳階級,

50~59歳階級では20.8%と二人以上の一般世帯と同水

準に上昇する。60~69歳階級でやや減少するものの,

70歳以上の階級では23.7%と二人以上の一般世帯とほ

ぼ同水準まで回復する。 ■ ■■

狭義の貯蓄である金融資産純増率をみてみよう。単

身世帯(男)の金融資産純増率の年齢階級変動は50~59

歳階級でやや低下するものの,黒字率のそれとよく似

たものとなっている。30歳未満で15.9%であった金融

資産純増率は年齢階級が上がるとともに上昇し√ピー

クである60~69歳階級では42.0%と極めて高い値を示

している。単身世帯(女)の金融資産純増率の年齢階

級変動は,黒字率とはやや異なったものとなっている。

黒字率でみられた30~39歳階級の急激な低下はみられ

ず,二人以上め一般世帯の金融資産純増率と比ぺてや

や低いものの,同様の動きをしていることがわかる。

これらのことから,単身世帯(男)の黒字率の高さ

は金融資産純増率の高さに,若年階級での単身世帯

1(女)の黒字率の低さは負債純城率の低さに起因して

いると考えられよう。

これを確かめるために,負債に関してみておこう。

表は省略するが,土地家屋借金純減率についてみよう。

これについては元のデータの中に該当数字なしを意味

する「-」が多く含まれており,これらの箇所は考察

から除いた。単身世帯(女)の30~39歳階級の土地家

屋借金純城率は,-8.3%と極めて低い値を示してい

る。これはこの年齢階級の世帯がこの時期に多額の借

入を行って土地家屋を購入したことを示している。同

じ資料の前回調査(平成6年)ではこのような傾向は

みられないことや,推定値の標本誤差率が大きいこと

などから,確かではないが最近新聞等で取り上げられ

ることがあるように,30代の未婚女性がマン'ション等

め持家を購入するなどこれまでにない家計行動が一部

でみられるようになった可能性もあるだろう。また女

性のみにこのような傾向がみられたのは,先に述べた

とおり,若年の単身世帯(女)では寮・寄宿舎などに

居住している世帯が極めて少なく,多くが高額の家賃

‥を支払って民間借家に入居していることと関連してい

るかもしれない。

分割払・一括払購入借入金純減率をみると,男女と

もに30~39歳階級で負の値を示しており,この年齢層

の単身世帯の特徴ある購買行動を示しているといえよ

う。 「 「

貯蓄現在高についてみていこう。単身世帯(男)の

貯蓄現在高は30歳未満階級で1,661千円であったもの

が40~49歳階級まで年齢とともに上昇し,9,885千円と

なる。50~59歳階級はこれとほぼ横ばい状態であるが

60~69歳階級で再び上昇し18,563千円と最も高くな

る。単身世帯(女)の貯蓄現在高は30歳未満階級で1,591

千円であった。 60~69歳階級で減少するもののや,はり

年齢とともに上昇七,70歳以上階級で18,919千円と最

も高くなる。単身世帯は二人以上の一般世帯と比較す

ると,30歳未満階級では2分の1にも満たないが,そ

の後追いつき,最も高い値を示す階級では男女とも9

割近くまでになる。これらは先にみたフローの貯蓄の

指標である黒字率とは異なった傾向であるといえる。

特に単身世帯(女)では,若年層での黒字率が低いに

もかかわらず,このような結果と･なったのは単身世帯

(女)の配偶関係の世帯割合が年齢階級によって異な

ることが影響している可能性があろう。言い換えれば

離別や死別の場合,単身世帯となる以前の時点での保

有資産が影響している可能性が考えられるだろう。

単身世帯の負債現在高は男女ともにどの年齢階級に

おいても二人以上の一般世帯と比較して小さい値と

なっている。どの類型の世帯においても最も負債現在

高が高いのは40~49歳階級であるが,二人以上の一般

世帯では7,754千円であるのに対して,単身世帯(男)
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表6 1世帯当たり黒字率及び貯蓄現在高

資料:表2に同じ。

で4,469千円と二人以上の一般世帯の約6割,単身世帯

(女)ではさらに小さく2,960千円で約4割にも満たな

いことがわかる。住宅・土地のための負債の現在高で

みても同様の傾向がみられる。また,住宅土地のため

の負債現在高と,同負債保有率をあわせて考えると,

住宅・土地のための負債を保有している世帯の負債現

在高は単身世帯(男),特に現役世代では二人以上の一

般世帯とほぼ同じかそれ以上であると推察されるのに

対して,単身世帯(女)では上述のとおり負債純減率

で特徴的な値を示した30~39歳階級を除いて,やや低

い値となっていると推察される。このことから,単身

世帯(男)の平均の住宅・土地のための負債現在高の

低さは同負債保有率ひいては,持家率の低さに起因し

ていると考えられ,単身世帯(女卜の場合は,これに

加え住宅・土地のための負債保有世帯一世帯当たりの

負債現在高が低いことも影響していると考えられる。

単身世帯･(女)では収入の低さから多額の負債ができ

ないことや,これと関連していると考えられるがより

廉価な土地・住宅を購入していることが推察される。

貯蓄現在高階級×年齢階級の世帯分布を年齢階級ご

との総世帯数に対する百分率で示したものでみると,

階級幅の制約もあり,単身世帯の男女で各年齢階級と

も大きな差はみられない。四分位数をみると第1・四

分位数は40~49歳階級以降の年齢階級においてはいず

-

れも単身世帯(男)のほうが小さい値を示している。

第3･四分位数も50~59歳階級を除いて単身世帯(男)

のほうが大きい値を示している。そのため四分位範囲

は50~59歳階級を除いて単身世帯(男)のほうが大き

く,より分布の散ばりが大きいことがわかる。

5.貯蓄関数の計測「

この節では勤労単身世帯の貯蓄行動についてより深

く把握するため,貯蓄関数の計測を行う。用いたモデ

ルは,恒常所得仮説に基づき下記のとおりとする3.

Si/Y=α1/Y+β (i = l, 2) 「

ここで,S1/Yは黒字率を,S2/Yは金融資産純増率

を,1/Yは可処分所得の逆数を表す変数で,α,βは

推定すぺきパラメータである。資料は総務省「全国消

費実態調査報告」(平成11年)で二人以上の一般世帯に

ついては収入階級十分位データを用いた。単身世帯に

ついてはこれがなく収入階級別データを用いることと

した。そのゆえ単身世帯の計測モデルにおいては撹乱

項の不均一分散の問題を回避するために加重回帰法を

用いて計測した。なお資料の制約から年齢階級別の分

析は30歳未満階級のみに限られる。

表7~10が計測結果である。各世帯の平均に関する

結果からみていこう。黒字率を被説明変数とするモデ

ルの｡計測結果では限界貯蓄性向をあらわすβの推定
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表7 計測結果(平均・黒字率)

関 根 美 貴

注)t検定で**は1%水準で、*は5%水準でOとの有意差があることを示す。

表8 計測結果(平均・金融資産純増率)

注)表7に同じ。

表9 計測結果(30歳未満・黒字率)

注)表7に同じ。

表10 計測結果(30歳未満・金融資産純増率)

注)表7に同じ。

値は単身世帯(女)が0.3879と最も大きな値を示し,

次いで二人以上の一般世帯で,最も小さい値を示した

のが単身世帯(男)の0.2966である。Γαの絶対値は所

得がOの場合の消費支出額を表す。単身世帯(男)にお

いてはこの推定値はOとの有意差が認められなかっ

た。この絶対値についても単身世帯(女)が最も大き

な値を示していた。これらことから年齢階級別にみた

単身世帯(男)の黒字率が大きいのは,所得の低い世

帯において他の類型の世帯より消費支出額が小さく,

貯蓄額が大きいことが黒字率に影響している可能性が

考えられるのである。金融資産純増率を被説明変数と

するモデルについてみよう。金融資産純増における限

界貯蓄性向をあらわすβの推定値は単身世帯におい

ては黒字率におけるそれと男女ともに大きな差はみら

れなかった。これに対し二人以上の一般世帯について

-

は金融資産純増におけるβのほうがが0.12以上小さ

くなっていた。このことから単身世帯の黒字の限界貯

蓄性向における負債純減や財産純増等の影響は二人以

上の一般世帯ほど大きくないことがわかる。αの絶対

値は単身世帯(男)で他の類型の世帯より小さく,こ

れからも黒字率でみた場合と同様のことがいえるだろ

う。 「 。

30歳未満階級に関する結果についてみていこう。二

人以上の一般世帯の金融資産純増率については資料の

制約上計測できなかった。単身世帯(男)は両方のモ

デルにおいていずれのパラメータの推定値もOとの有

意差が認められなかった。黒字率を被説明変数とする

モデルの計測結果についでみよう。単身世帯(女)に

ついてはα,βの推定値ともに平均に関する結果と大

きな差はみられなかった。二人以上の一般世帯につい
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てはα,βの推定値ともに30歳未満階級に関する結果

のほうが大きい。二人以上の一般世帯は若い年齢層に

おいて最低限必要な消費支出額が大きい一方で,教育

費や住宅購入などの将来のビッグイベントのための多

額の支出に備える目的で貯蓄に励んでいると考えられ

る。単身世帯(女)の30歳未満においてはこのような

傾向はみられない。金融資産純増率を被説明変数とす

るモデルについてみていこう。単身世帯(女)では,

黒字率を被説明変数とするモデル結果とα,βの推定

値ともに大きな差はみられなかった。平均に関する結

果と同様黒字の限界貯蓄性向には負債純減や財産純増

等の影響は大きくないことがわかる。

6● お わ り に

最後に本稿で明らかになった点を簡単にまとめてお

こう。二人以上の一般世帯と比較した場合,収入にお

いて単身世帯(女)がかなり特徴的であることが示ざ

れた。支出についても若年層の単身世帯(女)の「住

居」に対する支出の多さがその特徴としてあげられる

だろう。貯蓄については単身世帯(男)の黒字率の高

さが特徴的であった。また30代の単身世帯(女)にお

いてこれまでみられなかった土地・家屋のための負債

行動が一部でなされるようになった可能性が示唆され

た。貯蓄関数の計測の結果,単身世帯(男)において

低い所得水準での消費支出額が他の類型の世帯に比べ

て少額であることが,年齢階級別にみた黒字率の高さ

-

に関連している可能性が示された。

今後は本稿で取り扱わなかった無職世帯,特に高齢

の単身世帯の家計にやいて分析を行いたいと考えてい

る。
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